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１ 国家予算概要 

⑴ 令和５年度予算のフレーム 

（単位：億円、％）             

５年度 ４年度 増　減 伸　率

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

税 収 694,400 652,350 42,050 6.4

そ の 他 収 入 93,182 54,354 38,828 71.4

公 債 金 356,230 369,260 △ 13,030 △ 3.5

合 計 1,143,812 1,075,964 67,848 6.3

国 債 費 252,503 243,393 9,110 3.7

地方交付税等 163,992 158,825 5,167 3.3

東日本大震災復興
特別会計へ繰出 298 829 △ 531 △ 64.1

一 般 歳 出 727,019 672,917 54,102 8.0

合 計 1,143,812 1,075,964 67,848 6.3

※４年度、５年度ともに当初予算

※計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。

※４年度予算は、５年度予算との比較対照のため、組替えをしてある。

区　　分

歳
　
入

歳
　
出

 

⑵ 最近の推移 

 

伸率
うち一般
歳出総計

伸率
うち赤字

国債

億円 ％ 億円 ％ 兆円 兆円 兆円

H30 977,128 1.4 583,089 2.7 34.4 26.3 874

R元 1,014,571 3.8 597,511 2.5 36.6 27.4 887

R2 1,026,580 1.2 616,975 3.3 108.6 86.0 947

R3 1,066,097 3.8 668,981 8.4 57.7 48.5 991

R4 1,075,964 0.9 672,917 0.6 62.5 53.8 1,043

R5 1,143,812 6.3 727,019 8.0 35.6 29.1 1,068

公債
残高

一 般 会 計 予 算 額 公債発行額

年度

※公債発行額及び公債残高は、R３年度までは実績、R４年度は第２次補正後、R５年度は当初予算。
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２ 地方財政計画概要 

⑴ 令和５年度計画のフレーム（通常収支分）        （単位：億円、％） 

地 方 税 428,751 412,305 16,446 4.0

地 方 譲 与 税 26,001 25,978 23 0.1

地 方 特 例 交 付 金 等 2,169 2,267 △ 98 △ 4.3

地 方 交 付 税 183,611 180,538 3,073 1.7

国 庫 支 出 金 150,085 148,826 1,259 0.8

地 方 債 68,163 76,077 △ 7,914 △ 10.4

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 9,946 17,805 △ 7,859 △ 44.1

使 用 料 及 び 手 数 料 15,646 15,729 △ 83 △ 0.5

雑 収 入 45,867 44,456 1,411 3.2

復旧・復興事業一般財源充当分 △ 3 △ 4 1 △ 25.0

全国防災事業一般財源充当分 60 △ 254 314 △ 123.6

合      計 920,350 905,918 14,432 1.6

うち一般財源 650,535 638,635 11,900 1.9

　うち広義の地方交付税 193,557 198,343 △ 4,786 △ 2.4

給 与 関 係 経 費 199,053 199,644 △ 591 △ 0.3

一 般 行 政 経 費 420,841 414,433 6,408 1.5

公 債 費 112,614 114,259 △ 1,645 △ 1.4

維 持 補 修 費 15,237 14,948 289 1.9

投 資 的 経 費 119,731 119,785 △ 54 △ 0.0

(直轄・補助） 56,594 56,648 △ 54 △ 0.1

(地方単独） 63,137 63,137 0 0.0

公 営 企 業 繰 出 金 23,974 24,349 △ 375 △ 1.5

不交付団体水準超経費 28,900 18,500 10,400 56.2

合     計 920,350 905,918 14,432 1.6

※計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

５年度 ４年度 増　減 伸　率区       分

歳

出

歳

入

  

⑵ 最近の推移 

借入金残高
億円 伸率   ％ 兆円

H30 868,973 0.3 194

R元 895,930 3.1 192

R２ 907,397 1.3 192

R３ 898,060 △ 1.0 191

R４ 905,918 0.9 188

R５ 920,350 1.6 183

計　　画　　額年   度
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３ 令和４年度に行った 

「令和５年度国の施策及び予算に関する提案」の主な結果 

 

提 案 項 目 提   案   の   結   果   等 

 

・ 新型コロナウイルス感

染症の感染拡大防止と

社会経済活動の両立に

向けた対応 

 

４ 地方固有の財源であ

る地方交付税の必要額

の確保と臨時財政対策

債の廃止 

 

 

 

 

 

 

６ 子ども・子育て支援の

充実 

 

８ 地方公共団体情報シ

ステムの標準化・共通化

の課題の解決 

 

９ 子育て家庭等の経済

的負担の軽減措置や子

どもの貧困対策 

 

10 脱炭素社会の実現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

について、令和４年度予備費の使用及び令和４年度第２

次補正予算により計２兆 3,500 億円が措置された。 

 

 

〇 地方交付税総額について、前年度を 3,073 億円上回る

額が確保された。また、臨時財政対策債については、前

年度を 7,859 億円下回った。 

  地方交付税 

18 兆 538 億円 ⇒ 18 兆 3,611 億円（＋1.7％） 

  臨時財政対策債 

１兆 7,805 億円  ⇒  9,946 億円（△44.1％） 

  一般財源総額 

63 兆 8,635 億円 ⇒ 65 兆 535 億円（＋1.9％） 

 

〇 保育士の処遇改善のため、公定価格が３％程度（9,000

円程度）引き上げられた。 

 

〇 指定都市向けの標準仕様書の検討が進められ、行政区

制度への対応等を踏まえた指定都市特有の指定都市版

標準仕様書が示された。 

 

〇 「こども・子育て政策の強化について（試案）」にお

いて、こども医療費助成について、国民健康保険の減額

調整措置の廃止の方針が示された。 

 

〇 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金について、脱炭素

先行地域づくり事業及び重点対策加速化事業への支援

に対して、令和 4 年度第 2 次補正予算及び令和 5 年度予

算において、昨年度を 120 億円上回る 320 億円が計上さ

れた。 

〇 脱炭素化推進事業債が創設され、再生可能エネルギー

施設や公共施設等の ZEB 化について、改修に加え新築・

改築も対象となった。 
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11 ウィズコロナ・ポスト

コロナ時代における中

小企業等の事業継続と

前向きな取組への支援 

 

13 地域医療体制の維持

に対する必要な財政支

援 

 

14 義務教育施設等の

整備推進 

 

〇 民間金融機関による実質無利子無担保融資の返済負

担軽減策として、令和 5年 1月に「コロナ借換保証制度」

が運用開始された。 

 

 

○ 令和 4 年 9 月に電気・ガス・食料品等価格高騰重点支

援地方交付金が創設され、推奨事業メニューとして「医

療機関の物価高騰対策支援」が加わった。 

 

〇 補助単価が引き上げられた。 

255,700 円/㎡ ⇒ 284,500 円/㎡（＋11.3％） 
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